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世代を超えた会社の発展のためには、自社株対策は重要︕
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後継者が経営を担うためには、
可能ならば株式の全て

少なくとも過半数は取得したい
‖

大きな財産的価値の移転子
後継者

子 子

財産的価値

株式の２つ性質α社 配偶者経営者

経営権(議決権)
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＜イメージ図＞ 例えば…

中小企業の自社株評価額※は意外と高い…

— 類似業種比準方式(概略) —
儲かっている会社の株価は高い

ⒷⒸⒹ︓評価会社の１株当たりの各金額
Ｂ Ｃ Ｄ︓類似業種の１株当たりの各金額

— 純資産価額方式(概略) —

※相続・贈与は、「財産評価基本通達」で評価

純資産が多い会社の株価は高い

純資産
負債

資産
✔ 事業は厳しいが、
土地が一等地

✔ 繰越利益剰余金
（過去の利益蓄積等）
が多い

事業承継は、自社株を引き継がなければならない
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会社規模と評価方式 ※税法上の評価と、民法上の評価は異なることがあるので注意。

選択可能な評価方式(納税者が選択可)

類似業種比準価額×0.90＋純資産価額×(1ー0.90)

類似業種比準価額

類似業種比準価額×0.75＋純資産価額×(1ー0.75)

類似業種比準価額×0.60＋純資産価額×(1ー0.60)
純資産価額

大「L=0.90」
中
会
社

中「L=0.75」

小「L=0.60」
小会社 類似業種比準価額×0.50＋純資産価額×(1ー0.50)

大会社

純資産価額

純資産価額

純資産価額
純資産価額

適用する評価方式会社の規模

事業承継は、自社株を引き継がなければならない

中小企業の自社株評価額は意外と高い
資金的準備が無いと、円滑な承継に支障
（相続財産が、ほぼ株式という場合は、会社存続の危機も） 3



税の特例を考えても、土地等は、
相続で渡したい
ー小規模宅地等の特例
80％(及び50％)評価減の効果

生前贈与は行わず、相続での移転を選択する代表的ケース

自社株は、ギリギリまで長く持ち続けたい
ー議決権割合
ー贈与税よりも相続税を選択するケースも 経営者
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税の特例を考えても、土地等は、
相続で渡したい
ー小規模宅地等の特例
80％(及び50％)評価減の効果

生前贈与は行わず、相続での移転を選択する代表的ケース

自社株は、ギリギリまで長く持ち続けたい
ー議決権割合
ー贈与税よりも相続税を選択するケースも 経営者
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急な相続発生の際に、
避けたいのは株式の準共有。

株主総会が開けない、
開けたとしても可決ができない…

・決算対応は…
・役員改選対応は…
・自社株買取は…

自社株(の一部)を相続で承継する場合の、事前準備のポイント

Ａ社株式
（１００株）

（イメージ）

１株

…

オーナーが｢A社株式｣を１００
株保有し、死亡（相続発生）。

相続発生

１株

１株 ……

Ａ社株式
（１００株）

A

B C D

そのため、遺言の作成は大切
遺言がなければ、いったんは準共有 6
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＜イメージ図＞

子
後継者

子 子

α社

自社株は
後継者が

相続

相続

❷自社株相続に伴う税負担
⇒納税資金準備を検討
※相続税は、相続開始後10カ月以内に、
原則、金銭一括納付

➊自社株は後継者に相続させたい
⇒相続人の間のバランスへの対処要
遺言が無ければ…遺産分割協議（全員の合意）
Cは株式を取得する分、他の相続人へ代償金支払
※遺言があっても…遺留分対応は必要

もし、オーナー経営者に急な相続が発生したら…

相続税
負担

α社
株式

配偶者経営者

早めの検討・計画づくりは重要︕

代償金及び遺留分侵害額

（検討すべきこと）



8

＜ご参考＞生前贈与で自社株を渡す場合も…

❷贈与税・相続税の検討

A B

C D E

＜イメージ図＞

子
後継者

子 子

α社

贈与

贈与税
負担

配偶者経営者 ➊相続人の間のバランスへの対処
贈与は相続財産の前渡し…遺留分対応検討要
※贈与時には、今、どこまで渡すべきか、贈与税等も
検討し、結果的に、一定程度の株式は相続で移転
となることも要想定

※贈与したとしても…
相続開始前７年以内の贈与財産*(基礎控除
部分を含む)、相続時精算課税制度を適用し
たすべての贈与財産(基礎控除部分を除く)は、
相続財産に加算されるので、相続税対策も重要
*３年超７年以内の贈与は総額から100万円控除

早めの検討・計画づくりは重要︕

α社
株式

遺留分侵害額

（検討すべきこと）



＜ご参考＞M&Aを予定していた場合でも…

❷相続人は、会社を継がないのに
相続税納付要

もし、M&A実行前に
Aさんに急な相続が発生したら…
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＜イメージ図＞

➊遺言がなければ株式が分散
※M&A交渉の阻害要因

※相続税は、相続開始後10カ月以内に、原則、
金銭一括納付

早めの検討・計画づくりは重要︕

A B

C D E

子 子

配偶者経営者

子

α社株式

相続

相続

相続 相続

（検討すべきこと）
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＜イメージ図＞

子
後継者

子 子

α社

自社株は
後継者が
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❷自社株相続に伴う税負担
⇒納税資金準備を検討
※相続税は、相続開始後10カ月以内に、
原則、金銭一括納付

➊自社株は後継者に相続させたい
⇒相続人の間のバランスへの対処要
遺言が無ければ…遺産分割協議（全員の合意）
Cは株式を取得する分、他の相続人へ代償金支払
※遺言があっても…遺留分対応は必要

もし、オーナー経営者に急な相続が発生したら…

相続税
負担

α社
株式

配偶者経営者

早めの検討・計画づくりは重要︕

代償金及び遺留分侵害額

（検討すべきこと）



α社
Aさん死亡による
死亡保険金 子

後継者

配偶者Aさん
α社の代表者

子 子

A B

C D E

― 生命保険加入例 —
契約者 ︓α社
被保険者 ︓Aさん
死亡保険金受取人︓α社

死亡退職金支払(例えば相続人Ｃへ支払)
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会社を継ぐためのコストは、会社のお金でご準備を︕

なお、生命保険に解約払戻金があれば、Aさんが勇退されるタイミングの勇退退職金の財源にもなります。

(自社株)

＜イメージ図＞

事業保障
(死亡退職金)

(死亡)



「役員退職金支給について、ポイントを３つあげるとすれば…」 12

お客様向けツール
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「特定の者を死亡退職金の受給権者に指定する書面作成のヒント」 16

お客様向けツール



○○株式会社 御中

私（甲）は、○○株式会社（乙）の役員退職慰労金規程（○年○月○
日改訂分）第○条ただし書きの定めるところにより、死亡退職金の受給権者
を、私（甲）の推定相続人の1人であり、私（甲）の長男である丙とすること
を会社（乙）に申し入れます。

私（甲）が役員在任中に死亡した場合には、死亡退職金は、丙へ支払って
ください。

○○○○年○○月○○日

（甲） ○○株式会社
取締役 ○○ ○○
自宅住所 ○○県○○市○○町○番○○号

（丙） ○○ ○○
自宅住所 ○○県○○市○○町○番○○号

＜Ａさんが記載する書面内容の一例＞※文中の甲はＡさん、丙はＣさん、乙はα社です。

実印

個人の実印を捺印し、
印鑑登録証明書と
ともに、
代表取締役へ提出。
念のため、
取締役会で報告。
会社は、その
取締役会議事録
について
確定日付をとり、
議事録の写しを
Ａさんへ手交する。

17



α社
Aさん死亡による
死亡保険金 子

後継者

配偶者Aさん
α社の代表者

子 子

A B

C D E

― 生命保険加入例 —
契約者 ︓α社
被保険者 ︓Aさん
死亡保険金受取人︓α社

死亡退職金支払(例えば相続人Ｃへ支払)
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会社を継ぐためのコストは、会社のお金でご準備を︕

なお、生命保険に解約払戻金があれば、Aさんが勇退されるタイミングの勇退退職金の財源にもなります。

(自社株)

＜イメージ図＞

事業保障
(死亡退職金)

(死亡)



子
後継者

子 子

A B

C D E

― 生命保険加入例 —
契約者 ︓α社
被保険者 ︓Aさん
死亡保険金受取人︓α社

自社株買取(α社がＣから相続株を買取)

α社
Aさん死亡による
死亡保険金

19なお、生命保険に解約払戻金があれば、Aさんが勇退されるタイミングの勇退退職金の財源にもなります。

会社を継ぐためのコストは、会社のお金でご準備を︕

配偶者Aさん
α社の代表者

＜イメージ図＞ (死亡)

事業保障
(自社株買取)

(自社株)



｢『相続等で取得した自社株を会社へ譲渡』する際の税務の特例｣ 20

お客様向けツール



おおまかに言えば…
額面を超える部分は、まとめて配当を受取るようなもの(配当金の受取は総合課税)
なので、「会社法上」の配当として支払われたわけではないが、「税法上」は剰余金
の配当と同様に扱う、ということ。

＜イメージ図＞
交
付
金
銭
等(

売
却
価
額)

資本金等
相当部分
(≒額面)

株
式
取
得
費･

譲
渡
費
用

譲渡益 申告分離課税

みなし配当課税
（総合課税）

α社(発行会社︓非上場)

α社株式 譲渡

対価

○○株式会社

C

例えば、後継者Cが既に保有している自社株をα社へ譲渡し、対価を受取った際の売却
価額が、額面(資本金等相当部分)を超える場合には、原則として、みなし配当課税
(総合課税)となります。

留保利益
相当部分

自社への自社株を譲渡する場合は、原則として総合課税

後継者

21



相続等で取得した自社株については、特例(申告分離課税)適用が可能

留保利益
相当部分

譲渡益

交
付
金
銭
等(

売
却
価
額)

資本金等
相当部分
(≒額面)

※当該株式を「相続･遺贈により取得」して、相続税を納めるべき個人が、相続発生後一定期
間内(＊)に発行会社に譲渡した場合は、留保利益相当部分も「申告分離課税」の対象となる。

Case1

申告分離課税
(20%＋復興特別所得税)

＊︓相続発生後一定期間内とは、「相続開始日の翌日から、相続税の申告期限の翌日以後３年を経過する日まで」を指します。

株
式
取
得
費･

譲
渡
費
用

譲渡所得の計算上、負担した相続税額のうち
一定の計算式で計算した金額を取得費に加
算する｢相続税の取得費加算｣を適用すること
ができます(租税特別措置法39条)

相続税を納付すべき後継者Cが、先代経営者Aの相続で取得したα社株式を、α社
に譲渡した際には、｢みなし配当課税の特例｣が適用できます(全額が「申告分離課
税｣の対象)。

α社(発行会社︓非上場)

Aの死亡による
相続発生後
一定期間内*に

譲渡

対価

○○株式会社

C

α社株式

相続

A

＜イメージ図＞

相続した
α社株式

後継者

先代経営者
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α社(発行会社︓非上場)

対価

○○株式会社

相続時精算課税
による贈与

相続時精算
課税により贈与
を受けた
α社株式

Aの死亡による
相続発生後
一定期間内*に

譲渡

＜イメージ図＞ α社(発行会社︓非上場)

対価

○○株式会社

C

α社株式

A

贈与税の納税
猶予による贈与

贈与税の
納税猶予制度に
より贈与を

受けたα社株式

＜イメージ図＞

Case3Case2

Aの死亡による
相続発生後
一定期間内*に

譲渡

C

α社株式

A
先代経営者

後継者

先代経営者

後継者

相続等で取得した自社株については、特例(申告分離課税)適用が可能

相続税を納付すべき後継者Cが、先代経営者Aから
相続時精算課税により贈与を受けていたα社株式を、
α社へ譲渡した際にも、「みなし配当の特例」が適用
できます(全額が「申告分離課税」の対象となります)。

相続税を納付すべき後継者Cが、先代経営者Aから贈
与税の納税猶予制度により取得していたα社株式を、
α社へ譲渡した際にも、「みなし配当の特例」が適用
できます(全額が「申告分離課税」の対象となります)。

※当該株式を「相続時精算課税にて特定贈与者からの贈与により取得」し、
相続又は遺贈により非上場株式を取得したものとみなされる個人が、「相
続開始日の翌日から、相続税の申告期限の翌日以後３年を経過する
日まで」(＊)に発行会社に譲渡した場合は、留保利益相当部分も「申告
分離課税」の対象となる。

※当該株式を「贈与税の納税猶予制度」により取得し、相続又は遺贈により
非上場株式を取得したものとみなされる経営承継受贈者が、その贈与者
死亡により発生した相続において「相続開始日の翌日から、相続税の申告
期限の翌日以後３年を経過する日まで」(＊)に発行会社に譲渡した場合
は、留保利益相当部分も「申告分離課税」の対象となる。 23



お客様向けツール
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特定の株主から会社が自社株買取する際の、株主総会決議等について

会社が自社株を｢特定の株主｣から買取る場合は、株主総
会にて、｢株式の取得に関する事項｣を決議する必要があります。
会社が特定の株主から自社株を取得する場合は、会社は｢株式
の取得に関する事項｣(156条1項)の決議事項に加え、
｢特定の株主から自社株を取得すること｣自体を決議します
(160条1項)。その後、会社による当該特定の株主への通知(160条1項、
同5項、158条)を経て、この通知を受けた当該特定の株主は、会社に対
して申込みを行い、会社が株式を取得します(159条)。
ご留意いただきたいのは、この｢特定の株主から自社株を取得するこ
と｣自体の決議(160条1項)について、当該特定の株主(会社
へ株式を譲渡する株主)は、議決権を行使することができない、
ということです。 25
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会社法における財源規制について
そもそも、会社が行う自社株買取(自己株式の
取得)については、
会社の
「分配可能額」を超えてはいけない、
という会社法上の財源規制があります。

分配可能額は、貸借対照表の「純資産の部」
の項目をもとに下記のように算出します。

分配可能額＝純資産の部の合計額
－資本金
－資本準備金
－利益準備金

したがって、下記の計算式となります。

分配可能額 ＝ その他資本剰余金 ＋ 任意積立金 － 自己株式＋ 繰越利益剰余金

資産の部

負債の部

純資産の部

＜貸借対照表＞

Ⅰ．資本金
Ⅱ．資本剰余金

資本準備金
その他資本剰余金

Ⅲ．利益剰余金
利益準備金
任意積立金
繰越利益剰余金

Ⅳ．自己株式

純資産の部の合計額

27
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子
後継者

子 子

A B

C D E

― 生命保険加入例 —
契約者 ︓α社
被保険者 ︓Aさん
死亡保険金受取人︓α社

自社株買取(α社がＣから相続株を買取)

α社
Aさん死亡による
死亡保険金

29なお、生命保険に解約払戻金があれば、Aさんが勇退されるタイミングの勇退退職金の財源にもなります。

会社を継ぐためのコストは、会社のお金でご準備を︕

配偶者Aさん
α社の代表者

＜イメージ図＞ (死亡)

事業保障
(自社株買取)

(自社株)



― 生命保険加入例 —
契約者 ︓α社
被保険者 ︓Aさん
死亡保険金受取人︓α社

死亡退職金支払(例えば相続人Ｃへ支払)
自社株買取(α社がＣから相続株を買取)

30

「会社契約」の生命保険で財源準備

なお、生命保険に解約払戻金があれば、Aさんが勇退されるタイミングの勇退退職金の財源にもなります。

契約者・被保険者:Aさん、死亡保険金受取人:Cさんとする
個人契約もご検討ください。(別途、死亡保険金の非課税枠あり)

子
後継者

子 子

A B

C D E

α社
Aさん死亡による
死亡保険金

(自社株)

事業保障(自社株買取)

事業保障(死亡退職金支払)

配偶者Aさん
α社の代表者

(死亡)＜イメージ図＞



生25-3126,代理店営業本部

◎当資料に記載の内容は、2025年6月現在の税制・関係法令等に基づき税務・法務の取扱等について記載しております。
今後、税務・法務の取扱等が変わる場合もございますので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるものでは
ありません。個別の税務・法務の取扱等については弁護士、司法書士、(顧問)税理士や、法務省、経済産業省(中小
企業庁)、所轄の国税局・税務署等にご確認ください。

◎代理店様ごとに取扱可能な商品やサービスは異なります。取扱にあたっては必ずご確認ください。金融機関での販売に
あたっては、弊害防止措置(非公開金融情報・保険情報の利用に関する事前同意取得、保険募集制限先に関する
確認、融資申込みタイミング規制、融資担当者の分離規制等)や各金融機関様の各種ルール(適合性確認等)を
遵守ください。


